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資料No.1-1
第７回 透明かつ公正な労働紛争解決システム等の在り方に関する検討会（平成28年６月６日）



１．JILPT(2015)データの再分析まとめ（１）

• 労働政策研究・研修機構（2015）『労働局あっせん、労働審判及び
裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析』労働政策研究報
告書No.174で作成されたデータを利用し、再分析を行った。

• データは各事案の紙媒体の記録をＪＩＬＰＴ担当者が読み込み、あら
かじめ厚生労働省、裁判所との間で取り決めれた変数項目につい
て電子データとして入力した。

サンプルサイズは以下の通り

• 都道府県労働局のあっせん事案
– 2012年度に4労働局で受理した個別労働関係紛争事案853件

(うち金銭による解決313件)

• 労働審判の調停・審判事案
– 2013年に4地方裁判所で調停または審判で終結した労働審判事案452件

• 民事訴訟の和解事案
– 2013年に4地方裁判所で和解で終結した労働関係民事訴訟事案193件
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１. JILPT(2015)データの再分析のまとめ(2)

• 労働審判制度の解決金は、正社員では勤続年数あたり０．３程度という大きさで
月収倍率が増加するが、解決金月収倍率の大きいグループと小さいグループで
大きく異なる。

• 解決金月収倍率の小さいグループ（解雇効力の確度が相対的に高い（解雇有
効の可能性が高い）と想定）では、解決金月収倍率は２．３か月程度で勤続年数
とは無関係。大きいグループ（解雇効力の確度が相対的に低い（解雇無効の可
能性が高い）と想定）では、解決金月収倍率は勤続年数の０．８４倍程度で増え
る。

• この結果は、解雇効力の確度が高い（解雇有効の可能性が高い）場合には２～
３か月の解決金のみで、解雇効力の確度が十分低い（解雇無効の可能性が高
い）場合にはより大きな金額になるという当検討会での議論（2016/4/25検討会
における難波弁護士の説明）と対応

• 年齢および解雇有効・無効の心証についての情報がないために、特に正社員
については精度の高い分析結果になっていない。→年齢、企業規模、退職金な
どの情報が必要。

• 非正規労働者は単純なモデルで、ある程度の説明力がある。 3



２．労働審判の解決金分析

• 勤続年数が長くなるに従って、解決金の月収倍率は高ま
る傾向がある

• 正社員の平均では変動の約１７％の説明力
解決金月収倍率≒５．５＋０．３３＊勤続年数

• 月収倍率が低いグループでは、
解決金月収倍率≒２．３ （下位１０％）で勤続年数とは無関係

• 月収倍率が高いグループほど勤続年数との関係が強くな
る
解決金月収倍率≒９．１＋０．８４＊勤続年数 （上位１０％）

• 解決金月収倍率がかなり高ければ解雇効力の確度が低
い（解雇無効の可能性が高い）、逆にかなり低ければ解雇
効力の確度が高い（解雇有効の可能性が高い）と仮定す
ると、解雇有効の場合と無効の場合で勤続年数の効果が
異なっている可能性
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労働審判の解決金分析（２）

• 非正規では
解決金月収倍率≒３．４＋０．２＊勤続年数

で変動の６０％が説明可能
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労働審判記述統計
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Variable Obs Mean Std.Dev. Min Max
勤続年数 tenure 452 5.5 7.5 0.01 44.99
男性ダミー male 452 0.7 0.5 0 1
解決金 settlement 452 2205640 3614523 0 2.83E+07
月給 wage 452 342561 290526 40000 3750000
解決金（対数値） lnsettle 434 14.0 1.2 10.82 17.16
賃金（対数値） lnwage 452 12.5 0.6 10.60 15.14
解決金/月給 months 452 6.0 6.6 0 50

役職なし d_position1 452 0.9 0.3 0 1
係長 d_position2 452 0.0 0.1 0 1
課長 d_position3 452 0.0 0.2 0 1
部長 d_position4 452 0.0 0.2 0 1
役員 d_position5 452 0.0 0.1 0 1

弁護士ダミー d_lawyer 452 0.9 0.3 0 1
正規ダミー regular 452 0.8 0.4 0 1

弁護士ダミーは、労働者側に弁護士がついた場合を１としている。

労使双方に弁護士がついた場合は１、使用者側のみに弁護士がついた場合は０として扱っている

役職ダミー



労働審判解決金
勤続年数別記述統計

解決金/月額賃金

N median mean min max
5年未満 304 3.84 4.64 0.0 50.0
5年以上10年未満 72 6.42 7.80 0.0 33.8
10年以上20年未満 44 5.82 6.97 0.0 44.0
20年以上30年未満 22 9.62 13.40 0.0 28.8
30年以上 10 7.85 15.70 0.0 41.9
Total 452 4.21 6.04 0.0 50.0
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労働審判正社員
解決金月収倍率分布
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労働審判非正社員
解決金月収倍率分布
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労働審判正社員
勤続年数・解決金月収倍率散布図

10 

0
5

10
15

20

0 5 10 15 20
tenure



労働審判推定結果
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OLSは、最小2乗法による推定（サンプルの平均値を通る回帰直線）。
10%から９０％まである推定結果は、10%分位点、２０％分位点．．．９０％分位点を通る回帰直線の推定値。説明変数の効果が異なるグ
ループがあるという場合には、この推定方法で分位点によって係数が異なってくる。



労働審判解決金推定結果
正社員
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労働審判解決金推定結果
非正規
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３．あっせんの解決金分析

• あっせんの場合は、謝罪などの解決金なしの解
決が多いので解決金なしの標本を除いて分析

• 基本モデル：
解決金／月給≒１．４９＋０．０８１＊勤続年数

• 解決金が少ないグループ （下位１０％）
解決金／月給≒０．３３

• 解決金が多いグループ （上位１０％）
解決金／月給≒２．９５＋０．１５＊勤続年数

• 正規労働者よりも非正規労働者の方が勤続年
数の影響が大きい
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あっせん記述統計

Variable Obs Mean Std.Dev. Min Max
勤続年数 tenure 757 4.39 6.72 0 41.6
男性ダミー male 853 0.54 0.50 0 1
解決金 settlement 853 102626.2 254589.5 0 2,730,600
解決金（対数値） lnsettle 313 11.98 1.10 8.13 14.82
月給 wage 484 202555.6 100200.3 17000 694,000
賃金（対数値） lnwage 484 12.10 0.51 9.74 13.45
解決金/月給 months 584 0.73 1.35 0 11.76

役職なし d_position1 852 0.95 0.22 0 1
係長 d_position2 852 0.03 0.16 0 1
課長 d_position3 852 0.02 0.14 0 1
部長 d_position4 852 0.00 0.06 0 1
役員 d_position5 852 0.00 0.03 0 1

正規ダミー regular 853 0.47 0.50 0 1

役職ダミー
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あっせん解決金月額賃金比率
解決金による解決事案のみ

解決金/月額賃金

N median mean min max
5年未満 194 1.00 1.37 0.03 7.50
5年以上10年未満 36 1.50 2.18 0.08 11.76
10年以上20年未満 14 1.06 1.91 0.20 5.24
20年以上30年未満 6 3.05 3.25 0.87 6.23
30年以上 14 1.47 2.57 0.18 8.76
Total 264 1.11 1.62 0.03 11.76
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あっせん解決金月額賃金比率
解決金なしを含む

解決金/月額賃金

N median mean min max
5年未満 379 0.13 0.70 0 7.50
5年以上10年未満 76 0.00 1.03 0 11.76
10年以上20年未満 40 0.00 0.67 0 5.24
20年以上30年未満 18 0.00 1.08 0 6.23
30年以上 71 0.00 0.51 0 8.76
Total 584 0.00 0.73 0 11.76
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あっせん金額の推定結果
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あっせん金額の推定結果
正規労働者
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あっせん金額の推定結果
非正規
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４．和解の解決金分析

• 和解解決金の月収倍率は、勤続年数が約２
０年でピークとなる逆U字型になる。

• しかし、このような逆U字型は、あっせんや労
働審判の解決金ではみられない
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和解解決金 勤続年数別

解決金/月額賃金

N median mean min max
5年未満 101 4.41 8.69 0.00 74.86
5年以上10年未満 31 9.30 11.47 0.00 50.85
10年以上20年未満 29 10.20 16.03 1.00 125.00
20年以上30年未満 12 7.19 9.86 0.00 30.81
30年以上 20 0.97 7.37 0.00 79.34
Total 193 6.08 10.17 0.00 125.00

22



和解記述統計
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Variable Obs Mean Std.Dev. Min Max
勤続年数 tenure 192 9.6 11.6 0.09 54.2
勤続年数二乗 tenure^2 192 227.5 459.6 0 2937.6
男性ダミー male 193 0.8 0.4 0 1
解決金 settlement 193 4063901.0 6404817.0 0 41,000,000
月給 wage 191 433363.2 392767.5 80724 3326678
解決金（対数値） lnsettle 174 14.6 1.3 11.09741 17.52908
賃金（対数値） lnwage 191 12.8 0.6 11.29879 15.01748
解決金/月給 months 193 10.2 14.9 0 125

役職なし d_position1 193 0.8 0.4 0 1
係長 d_position2 193 0.0 0.1 0 1
課長 d_position3 193 0.1 0.3 0 1
部長 d_position4 193 0.1 0.3 0 1
役員 d_position5 193 0.0 0.2 0 1

正規ダミー regular 193 0.8 0.4 0 1

役職ダミー



和解の解決金月収倍率推定結果
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